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年度経営計画（令和 5年度）の評価 

 

１．業務環境について 

（１）地域の経済動向 

 政府は、令和５年度の経済動向を「コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつある。

３０年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが

見られ、デフレから脱却し、経済の新たなステージに移行する千載一遇のチャンスを迎

えている。」一方で、「個人消費や設備投資は、依然として力強さを欠いている。これを

放置すれば、再びデフレに戻るリスクがあり、また、潜在成長率が０％台の低い水準で

推移しているという課題もある。」としています。 

地元金融機関が行った川崎市内中小企業動向調査では、景況感を総合的に示す今期

（2024年 1～3月）業況ＤＩは△13.5と前期（2023年 10～12月）業況ＤＩ△1.8と比べ

て 11.7 ポイント後退を示しており、次期（2024 年 4～6 月）業況ＤＩ△9.7 と僅かな改

善に留まる見通しとなっており、依然として厳しい状況が見込まれます。 

 

（２）中小企業を取り巻く環境 

中小企業においては、長期化する原材料価格の高騰や円安の影響、令和６年能登半島

地震など多発する自然災害の影響等により、取り巻く経営環境は、依然として厳しい状

況が続いていました。 

 

２．事業計画について 

【保証承諾】 

伴走支援型特別保証制度による借換需要等の増加により、４７１億５０百万円となり

ました。 

【保証債務残高】 

保証承諾は増加したものの、見込を上回る償還などもあり、１，８４０億９６百万円

となりました。 

【代位弁済】 

コロナ禍での借入による返済負担の増加や原材料高騰等の影響により、業況が悪化し

ている中小企業が増加したことから、３３億２百万円となりました。 

【回収】 

不動産の売却による弁済が増加したものの、スポット回収が減少したことにより、４

億８３百万円となりました。 
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令和 5年度業務数値 

（金額単位：百万円、計画達成率・前年度比：％） 

 5年度実績 5年度計画 計画達成率 前年度比 4年度実績 

保証承諾 47,150 40,000 117.9 123.0 38,333 

保証債務残高 184,096 188,000 97.9 91.4 201,466 

代位弁済 3,302 3,300 100.1 141.1 2,340 

実際回収 483 450 107.4 97.3 497 

 

３．決算概要について 

 

令和 5年度の決算概要は、以下のとおりです。 

経常収入 24億 40百万円 

経常支出 13億 75百万円 

経常収支差額 10億 65百万円 

経常外収入 47億 46百万円 

経常外支出 49億 20百万円 

経常外収支差額 ▲1億 74百万円 

経常・経常外収支差額 8億 90百万円 

当期収支差額 8億 90百万円 

 当期収支差額の８億９０百万円については、収支変動に備えるための収支差額変動準備金

に４億４５百万円及び基金準備金に４億４５百万円を繰り入れ、経営基盤の強化を図りまし

た。 

 

４．重点課題について 

（１）保証部門 

１）金融機関等と連携した中小企業支援 

① 中小企業の発達状況に応じた支援を行うため、信用保証を利用する中小企業の

経営課題や金融機関の支援方針を確認する等、金融機関との対話を通じ連携強化

に取組みました。 

金融機関営業店舗訪問回数 ３６７回（前年度比    ８８．９％） 

金融機関本部との対話回数 １９回（前年度比   １００．０％） 

保証事務説明会回数 １９回（前年度比    ７３．１％） 

保証事務説明会参加営業店舗数  ３６店舗（前年度比   １３８．５％） 
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② 伴走支援型特別保証制度等により、コロナ融資の借換、エネルギーや原材料価

格高騰等の影響を受けた中小企業の資金繰り支援に取組みました。 

伴走支援型特別保証制度 

件数      １，０２５件（前年度比  １５１．２％） 

金額   ２４８億１７百万円（前年度比  １６７．９％） 

 

③ 中小企業が資金調達コストを軽減できるよう、川崎市が保証料の一部を補助す

る「川崎市中小企業融資制度」を利用した資金調達支援に取組みました。 

川崎市中小企業融資制度 

件数      ２，８２０件（前年度比  １０９．９％） 

金額   ４２０億４３百万円（前年度比  １２５．３％） 

（参考：承諾全体に占める川崎市中小企業融資制度の構成比） 

件数構成比    ９２．４％（前年同期   ９１．９％） 

金額構成比    ８９．２％（前年同期   ８７．５％） 

 

④ 「経営者保証に関するガイドライン」や「経営者保証改革プログラム」に基づ

く経営者保証を不要とする保証について、金融機関訪問等の際に周知を図り、利

用の促進に取組みました。 

ア 金融機関との連携により経営者保証を不要とした保証  

件数         ２１件（前年度比  １６１．５％） 

金額     ９億９１百万円（前年度比  １９３．６％） 

イ 財務要件型無保証人制度を利用した保証 

件数         １２件（前年度比  ４００．０％） 

金額     ３億５０百万円（前年度比  ６６０．４％） 

ウ 不動産担保の保全があり経営者保証を不要とした保証  

件数          ４件（前年度実績なし） 

金額       ８２百万円（前年度実績なし）      

エ スタートアップ創出促進保証制度を利用した保証 

件数          ５件（前年度実績なし） 

金額     １億１７百万円（前年度実績なし）      

オ 事業者選択型制度を利用した保証 

件数          ２件（新規）           

金額       ２３百万円（新規）           

エ その他経営者保証を不要とした保証 

件数         ８９件（前年度比  ３２９．６％） 

金額    ３１億２５百万円（前年度比  ４０１．７％） 

 

２）地方創生等への貢献 

① 地域における起業を喚起するため、川崎市男女共同参画センターと連携して創

業予定者向け無料相談窓口を開設し、課題解決に向けたアドバイス等を行いまし

た。 
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無料相談窓口の相談            １３者（前年度比   １４４．４％） 

 

また、専門家を活用した「創業計画策定支援」や「創業フォローアップ診断」

に取組むとともに、創業予定者向けに情報提供を行う創業セミナーを開催しまし

た。 

 

創業計画策定支援先        １者（前年度比   ５０．０％） 

回数     延べ３回（前年度比   ３０．０％） 

創業フォローアップ診断先     １者（前年度比   ２０．０％） 

創業に係る訪問支援先      ２１者（前年度比   ６７．７％） 

回数    延べ２３回（前年度比   ５７．５％） 

 

創業セミナー 

開催日 令和５年１１月 ７日（参加人数  ５名） 

主催  当協会 

後援  Ｋ－ＮＩＣ、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川崎支店、川崎商工

会議所、川崎市産業振興財団、川崎市男女共同参画センター 

 

開催日 令和６年 １月１９日（参加人数 １２名） 

主催  当協会 

後援  Ｋ－ＮＩＣ、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川崎支店、川崎商工

会議所、川崎市産業振興財団、川崎市男女共同参画センター 

 

オンライン創業支援セミナー「みらい海図」 

開催日 令和５年 ８月２６日 （参加人数 ５４名） 

令和６年 １月１３日 （参加人数 ７１名） 

共催  横浜銀行、日本政策金融公庫 

後援  横浜市、川崎市、相模原市、神奈川県信用保証協会、横浜市信用保

証協会、横浜キャピタル株式会社、当協会 

 

② 創業５年未満の中小企業を対象とする「アーリーステージ対応資金」について、

川崎市の信用保証料補助に加え、当協会も保証料率の引下げを行い、信用保証料

をゼロとして資金調達を支援しました。 

アーリーステージ対応資金   

件数               ２３４件（前年度比     ９９．６％） 

       金額                 １４億６２百万円（前年度比   １０７．９％） 

 

③ 中小企業の円滑な事業承継を支援するため、事業承継者の経営者保証を不要と

する事業承継特別保証について、制度活用の周知を図り、利用の促進に取組みま

した。 

川崎市事業承継特別保証資金 
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件数                  ２件（前年度比    ５０．０％） 

金額              ６３百万円（前年度比    ３７．７％） 

 

④ 生産性向上を図る中小企業のため、「設備強化支援資金」の保証料について、川

崎市の保証料補助に加え、当協会も保証料率の引下げを行い、中小企業の資金調

達を支援しました。 

設備強化支援資金 

件数             １４５件（前年度比     ８６．８％） 

       金額               ３０億２２百万円（前年度比  １０５．０％） 

 

⑤ 川崎市が制度保証料の１／２を補助する「ＳＤＧｓ取組支援融資」を活用し、

ＳＤＧｓに取組む中小企業を支援しました。 

ＳＤＧｓ取組支援融資 

件数             １１２件（前年度比     ９２．６％） 

       金額               １８億９０百万円（前年度比   ８４．０％） 

 

３）利用者本位の利便性の向上 

① 令和６年２月から保証申込手続きの電子化を開始して、保証申込から保証決定

までの期間短縮を図りました。 

  なお、令和３年５月から順次開始している信用保証書の電子化は、令和６年３

月末までに２２金融機関で実施しており保証決定から融資実行までの期間短縮を

図りました。 

 

 保証申込手続きの電子化 

令和６年 ２月開始  多摩信用金庫 

令和６年 ３月開始  横浜銀行 

 信用保証書の電子化 

令和５年 ４月開始  山梨中央銀行 

令和５年 ５月開始  群馬銀行、静岡中央銀行 

令和５年 ６月開始  静岡銀行 

令和５年 ９月開始  阿波銀行 

令和５年１０月開始  りそな銀行 

 

② 利便性向上を図るための中小企業・金融機関アンケートについては、実施時期

を見直し、次年度に行うこととしました。 

 

③ 当協会の各種取組みについて、ホームページやディスクロージャー誌等を活用

して情報発信を行いました。なお、情報の探しやすさやデザイン性の向上及びコ

ンテンツの充実を図るため、令和５年４月にホームページを全面的にリニューア

ルしました。 
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（２）期中管理・経営支援部門 

１）適切な期中管理 

① 金融機関と連携し「予防的アプローチ」等の訪問支援に取組みました。また、

中小企業の経営課題解決に資する専門家派遣について利用の促進に努めました。

なお、訪問対象先について絞り込みを行うとともに、都合のつかない先にはダイ

レクトメールによる専門家派遣の案内を行いました。 

訪問先 ３６６者（前年度比    ７３．１％） 

訪問回数 延べ５２６回（前年度比   ７１．８％） 

ダイレクトメール発送先       ７１２者（前年度比   １５．３％） 

 

② 金融機関と連携して事故報告先の状況を把握するとともに、事故事由が解消し

た場合は速やかに事故解除するなど適切な管理に取組みました。 

事故報告    件数        ６３２件（前年度比  １３４．２％） 

金額     ６９億２百万円（前年度比  １２０．３％） 

事故解除    件数        ２６１件（前年度比  １０３．６％） 

金額    ２８億５８百万円（前年度比   ９１．２％） 

事故残高    件数        ２２３件（前年度比  １２５．３％） 

金額    ２３億５６百万円（前年度比  １１２．２％） 

 

③ 期中における連帯保証人の取扱いについて「経営者保証に関するガイドライン」

等に基づき適切に対応しました。 

ア 経営者保証を不要とした件数 

１２件（前年度比  ３００．０％） 

イ 旧代表者の経営者保証を解除し、新代表者の追加を行った件数 

８３件（前年度比  １１６．９％） 

ウ 旧代表者の経営者保証を解除せず、新代表者の追加を行わなかった件数 

２４４件（前年度比  １０５．６％） 

エ 旧代表者の経営者保証を解除せず、新代表者の追加を行った件数 

０件（前年度実績なし）      

 

２）生産性向上支援、経営改善支援及び再生支援に関する取組みの推進 

① 中小企業の多様な経営課題に対応するため、金融機関と連携して生産性向上、

経営改善等の専門家を活用した経営支援に取組みました。 

ア 生産性向上に係る専門家派遣 

経営診断先 ２６者（前年度比     ４１．３％） 

経営診断回数 延べ９５回（前年度比     ３８．３％） 

 

経営計画策定支援先 ５者（前年度比     ７１．４％） 

経営計画策定支援回数 延べ１８回（前年度比   １１２．５％） 

 

フォローアップ診断 ４者（前年度比    １３３．３％） 
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イ 経営改善に係る専門家派遣 

経営診断先 ３４者（前年度比    ３７７．８％） 

経営診断回数 延べ１３１回（前年度比    ３４４．７％） 

 

経営改善計画策定支援先 ８者（前年度比    ２６６．７％） 

経営改善計画策定支援回数 延べ３３回（前年度比   ２２０．０％） 

 

フォローアップ診断          ７者（前年度実績なし） 

 

ウ 個別課題改善に係る専門家派遣 

個別課題改善支援先 １者（前年度比    １００．０％） 

個別課題改善支援回数 延べ３回（前年度比    １００．０％） 

 

② 求償権消滅保証を利用することによる正常化について、弁済状況や経営状況を

もとに３者について検討したが、対象となる先はありませんでした。 

  

③ 経営支援をより効果的なものとするため、経営支援に関するデータを蓄積し、

令和６年度の実施に向けて定量的な効果検証を試行しました。 

 

３）事業承継支援に関する取組みの推進 

① 事業承継診断を通じて事業承継の状況を確認するとともに、早期着手の重要性

を説明するなど、円滑な事業承継を支援しました。 

事業承継診断先 ９０者（前年度比     ７２．０％） 

 

② 事業承継を課題としている中小企業に対し、専門家を活用した事業承継計画策

定支援に取組むとともに、中小企業に情報提供を行うため、川崎市と共催で事業

承継セミナーを開催しました。また、神奈川県事業承継・引継ぎ支援センターと

連携し、事業承継やＭ＆Ａによる事業承継の手法を紹介しました。 

ア 事業承継計画策定支援先      ２者（前年度比    ２００．０％） 

事業承継計画策定支援回数 延べ４回（前年度比   １３３．３％） 

 

事業承継計画策定支援を含む経営改善計画策定支援先 

０者（前年度実績なし）      

イ どこよりも優しい事業承継セミナー 

開催日 令和５年１１月２０日（参加人数  ８名） 

主催  川崎市 

共催  当協会 

４）経営支援における金融機関や関係機関との連携 

① 金融機関や関係機関とのネットワークを活用して「経営サポート会議」を開催

し、中小企業の経営改善について金融機関や関係機関と連携して支援に取組みま
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した。 

企業数 １２者（前年度比   ９２．３％） 

会議開催数 １４回（前年度比  １００．０％） 

金融支援の合意成立企業数 ４者（前年度比  １３３．３％） 

 

② 金融機関や関係機関との情報共有や意見交換により、連携して中小企業の支援に

取組みました。 

ア 協会が事務局となり、経営支援に関する情報を金融機関等と共有し連携を強

化するための「かながわ企業支援ネットワーク会議」を開催しました。また、

金融機関や関係機関と中小企業支援に係る情報共有や意見交換を行うための

「中小企業金融情報交換会議」を開催しました。 

 

かながわ企業支援ネットワーク会議 

 開催日  令和５年１０月１１日 

 出席機関 ４７機関 

 

中小企業金融情報交換会議 

 開催日  令和５年４月２５日、１０月２３日 

 主催   当協会 

 参加機関 川崎市、川崎商工会議所、川崎信用金庫、日本政策金融公庫川

崎支店、商工組合中央金庫神奈川営業部、川崎市産業振興財団、

ケイエスピー、神奈川県よろず支援拠点 

 

イ 中小企業の多様なニーズに応えるため、関係機関と連携した支援に取組みま

した。 

 

川崎市産業振興財団を紹介した先     ３者（前年度比    ６０．０％） 

神奈川県よろず支援拠点を紹介した先   ２者(前年度実績なし） 

 

（３）回収部門 

１）求償権関係者の状況に応じた柔軟な対応と適切な管理 

① 初動対応に注力できるよう代位弁済審査時に関係者の資産調査や担保の再評価

を行い、代位弁済後に資産背景等を活かした交渉及び督促を行いました。 

     資産調査や担保の再評価を行った件数   ２９件（前年度比    １１６．０％） 

             うち、仮差押による保全を図った件数  ６件（前年度比     ８５．７％） 

 

② 早期解決のため増額弁済交渉や一括弁済交渉及び担保物件の任意処分の交渉を

進めました。 

定期弁済の回収実績              ６７百万円（前年度比      ９７．２％） 

担保物件処分の回収実績   １億２３百万円（前年度比   １１６．９％） 

スポット回収（一括弁済等）の回収実績                                   
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２億１４百万円（前年度比     ８３．７％） 

 

２）効率性を重視した管理回収の推進 

① 回収見込みについて早期に見極め、交渉に応じない等誠意のない求償権関係者

に対しては、請求訴訟や支払督促などの法的手続を執り、回収の向上を図りまし

た。 

顧問弁護士名による文書督促 １９件（前年度比     ３３．３％） 

仮差押               １２件（前年度比     ６３．２％） 

支払督促 １件（前年度比     ５０．０％） 

請求訴訟 ２７件（前年度比    １３５．０％） 

競売申立 １件（前年度比     ２５．０％） 

 

② 求償権管理の効率化を図るため、法的手続等により回収不能となった求償権に

ついては、管理事務停止及び求償権整理を行いました。 

管理事務停止        件数          ２３２件（前年度比     ４６．２％） 

金額  １９億１６百万円（前年度比     ４２．４％） 

求償権整理          件数         ４２件（前年度比      ８．３％） 

金額  ６億１５百万円（前年度比     １８．９％） 

 

③ 定期弁済先や交渉継続先については、システムを活用して返済増額交渉を効率

的に行う等の求償権の適切な管理に取組みました。 

定期弁済の回収実績              ６７百万円（前年度比      ９７．２％） 

スポット回収（一括弁済等）の回収実績                                   

２億１４百万円（前年度比     ８３．７％） 

Ｐ９ （３）１）②再掲 

 

３）求償権関係者の再チャレンジに向けた取組みの推進 

① 求償権消滅保証を利用することによる正常化について、弁済状況や経営状況を

もとに３者について検討したが、対象となる先はありませんでした（Ｐ７（２）

２）②再掲）。また、特定調停を利用した求償権放棄の申出について、適切に対応

しました。 

求償権放棄の申出に同意した先     １者（前年度実績なし） 

 

② 誠実に弁済を継続しているものの、完済の見込みがない求償権保証人の再起を

図るため、一部弁済による連帯保証債務免除に取組みました。 

一部弁済による連帯保証債務免除先   ６者（前年度比   ８５．７％） 

 

③ 「経営者保証に関するガイドライン」等に基づく保証債務整理の申出について

適切に対応しました。 

「経営者保証に関するガイドライン」等に基づき保証債務整理に同意した先 

  ２者（前年度比   １００．０％） 
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（４）その他間接部門 

１） コンプライアンス態勢の維持・強化 

① コンプライアンス・プログラム等を着実に実施するとともに、啓発活動や研修

により、コンプライアンスや不正等に対する役職員個々の意識向上を図りました。

また、コンプライアンス・マニュアル等について、法改正等に対応するため内容

の見直しを行い改定しました。 

 

② 反社会的勢力の排除に努め、不正利用を防止するため、警察その他関係機関と

反社会的勢力に関する情報の共有等連携強化を図りました。また、反社会的勢力

排除の取組みについて、その重要性や対応等に関する理解をさらに深めるため、

神奈川県警察本部等から講師を招き、内部研修を実施しました。 

 

令和５年７月２５日、１２月１９日    

神奈川県内信用保証協会暴力団等排除連絡協議会 

令和５年９月２０日      

神奈川県下三協会反社会的勢力に係る事務会議 

令和５年８月１７日  

内部研修（最近の暴力団等の情勢とその対応策等について） 

 

③ 災害、感染症等緊急事態における事業継続を図るため事業継続計画（ＢＣＰ）

に基づいた、共同化システムの切替訓練及び安否確認訓練を実施しました。 

令和５年１０月９日 共同化システムの切替訓練 

令和５年１１月２日 安否確認訓練 

 

２）経営の透明性の向上 

① 監事監査や内部監査により、業務の改善や不正過誤の防止を図りました。 

 

② 経営の透明性の向上を図るため、令和４年度経営計画の自己評価に対する客観的

評価を受けるための外部評価委員会を令和５年６月２０日に開催し、委員の意見

をホームページで公表するとともに、業務実績等を掲載したディスクロージャー

誌を発行しました。また、令和５年度経営計画の進捗状況を報告する外部評価委

員会を令和５年１１月２８日に開催しました。 

 

３）経営基盤の強化に向けた取組 

自己資金運用計画に基づき、金利動向等に注意を払い安全性に配慮した効率的

な資金運用に取組むとともに、債券入換による運用利回りの向上を図りました。 

 

４）中小企業支援機関としての組織力強化 

① 業務の効率化や活性化を図るため、デジタル技術の利活用による自動化（ＲＰ

Ａ）の運用を開始しました。 
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② 中小企業の多様なニーズに的確に応えるため、ＯＪＴ、通信教育及び各種研修

を活用して能力の向上を図るとともに、早期に条件変更及び代位弁済に至った事

案に係る事後検証の実施や専門家派遣に職員が同行することにより、目利き力や

経営支援等に関するノウハウの修得に努めました。 

連合会研修 １７講座  ２５名受講（前年度比  １１９．０％） 

通信教育 １５講座  ３１名修了（前年度比   ９６．９％） 

事後検証件数 ６１件（前年度比  ２１０．３％） 

専門家派遣同行回数        １９６回（前年度比   ７７．８％） 

 

 

③ 中小企業への支援能力を高めるため、中小企業診断士や一般社団法人全国信用

保証協会連合会が実施する信用調査検定等、職員の資格取得を推進しました。 

中小企業診断士          １名取得（前年度比  １００．０％） 

連合会信用調査検定   上級   １名合格（前年度合格者なし） 

中級   １名合格（前年度比   ２５．０％） 

初級  受験者なし（前年度合格者５名）     
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５．外部評価委員会の意見等 

 

【保証部門】 

エネルギーや原材料価格高騰等の影響を受けた中小企業に対し、伴走支援型特別保

証制度等を活用して支援に取組んだことは評価できる。厳しい状況は続いているため、

引続き金融機関と連携した支援に努められたい。 

「経営者保証に関するガイドライン」や「経営者保証改革プログラム」に基づく経

営者保証を不要とする保証について、利用の促進に取組んだことも評価できる。 

また、保証申込手続きの電子化やホームページ全面リニューアル等、利便性向上に

取組んだことも評価できる。 

【期中管理・経営支援部門】 

訪問対象先について絞り込んだことにより、訪問支援回数が前年より減少している

が、予防的アプローチ等の訪問支援や経営課題解決に資する専門家派遣の利用促進に

努めたことは評価できる。 

事業承継は社会的にも課題となっているため、引き続き支援に取組んでもらいたい。 

厳しい状況にある中小企業に対し今後も経営支援は重要になってくるため、引き続

き中小企業支援に力を入れてもらいたい。 

【回収部門】 

効率性を重視した管理回収を促進するなどで回収の最大化に取組んだことは評価で

きる。 

また、特定調停を利用した求償権放棄や、一部弁済による連帯保証債務免除の取組

みも評価できる。 

今後、代位弁済の増加も懸念されるため、モラルハザード防止の観点からも引き続

き回収の最大化に取組んでもらいたい。 

【その他間接部門とコンプライアンスについて】 

反社会的勢力排除に係る関係機関との連携や研修を行う等の取組みは評価できる。 

中小企業への支援能力を高めるため、職員の能力向上を推進し、中小企業診断士の

資格取得にも繋がったことは評価できる。 

中小企業支援機関として、支援に必要な能力向上の推進に、引き続き取組んでもら

いたい。 

また、コンプライアンスについては、コンプライアンス・プログラム及び実施計画

に基づいて着実に活動を行っていた。引き続きコンプライアンスの意識向上を図り、

適正な業務運営に努められたい。 

【総括】 

エネルギーや原材料価格高騰等の影響により、厳しい状況にある中小企業に対し、

今後も円滑な資金繰り支援に取組むとともに、訪問支援や専門家派遣による経営改善

に向けた取組みが望まれる。 


